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別記９

立竹木調査算定要領

第１章 調 査

（調査）

第１条 用材林又は収穫樹の調査は、立竹木要領第３条により行うほか、次の各号によるものとする。

一 用材林

（１）立竹木要領第３条第２号（３）の調査に基づく用材林の管理程度の判断は、下刈り、枝打ち

等の状況及び標準書の管理程度補正率表を基とした１㌶当たりの植栽本数からの判断によるも

のとし、次表の定めるところによる。

下刈り、枝打ち等の状況
判 定 基 準

良 否

標準書の管理程度補正率表を基と １００％ 適正 適正
した１㌶当たりの植栽本数からの
判断 １００％未満 適正 未管理

（２）天然生林の調査は、次による。

イ 胸高直径が３１㎝未満の場合は、樹種、本数及び胸高直径を調査する。

ロ 胸高直径が３１㎝以上の場合は、樹種、本数、胸高直径及び材積を調査する。

なお、材積の算出は監督職員との協議による。

二 収穫樹

イ 園栽培の場合は、取得用地の面積又は監督職員の指示により植栽本数を調査する。

ロ 散在樹の場合は、本数を調査する。

第２章 算 定

（補償額の算定）

第２条 補償額の算定は、立竹木要領第１０条により行うほか、次の各号によるものとし、立竹木補

償金算定表（様式第９１号）を作成するものとする。

一 立竹木補償金算定表は、立竹木調査の成果に基づき、関係人ごとに取得等用地、残地の別に標

準書記載の順序に従って整理記入すること。この場合において、種別及び樹種等が同一のため同

じ単価の立竹木については、まとめて記入する。

二 移転義務の有無は、立竹木調査表に基づき取得等用地にあるものについては有とし、残地にあ

る立竹木については無とする。

三 種別は、高木、株物、玉物、生垣、特殊樹、利用樹、風致木、地被類、芝類、ツル性類、用材

林、果樹、特用樹及び竹林の別とする。

四 樹種は、立竹木調査表に基づき適用される標準書記載の樹種を記入すること。この場合におい

て、調査した樹種名と標準書の樹種名が異なるときは、摘要欄に調査した樹種名を記入する。
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五 規格又は樹齢は、立竹木調査表に基づき適用される標準書単価に係る規格又は樹齢を記入する。

六 区分は、高木、株物、玉物、風致木、生垣、特殊樹、地被類等について、構外移転、構内移転

又は伐採補償の別を記入する。

七 庭木等の仮植されたもの及び苗木を育成中のもの等、標準書の単価によることが適当でないと

認められるものについては、監督職員の指示により見積書を作成又はこれを徴したうえ、立竹木

補償金算出表に添付する。

八 庭木等であって、標準書に単価の設定された規格をこえるものについては、監督職員の指示に

より当該立木の樹価について見積書を作成又は徴したうえ、標準書に準じて補償額を算出し、そ

の資料を立竹木補償金算定表に添付する。

九 庭木等について監督職員から伐採補償単価を適用する旨の指示があった場合は、摘要欄に「伐

採」と記入する。

十 用材林、薪炭林及び竹林について監督職員から取得補償単価を適用する旨の指示があった場合

は、伐採補償とは別に立竹木補償金算定表を作成する。この場合において、移転義務の有無は、

「無」と記入する。

十一 用材林の取得補償単価を適用する場合において、標準書の単価によることが適当でないと認

められるものについては、監督職員の指示により別途補償額を算出し、その資料を立竹木補償金

算定表に添付する。

十二 適正な管理が行われていない用材林の人工林に取得補償を適用する場合は、用材林取得補償

額付属明細書（様式第９０号）を作成し、立竹木補償金算定表に添付する。

なお、管理程度補正率は標準書によるものとし、管理程度補正率を乗じて算定した補償額は、

標準書の未管理立木補償上限表の当該立木の林齢における補償額を上限とする。

十三 収穫樹について、管理程度補正率による補正を行う場合は、収穫樹（園栽培）管理程度補正

表（様式第８９号）を作成し、立竹木補償金算定表に添付する。


